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（答） 

１．「財務諸表の信頼性に重要な影響を及ぼす開示事項等」とは、有価証券報告

書等における財務諸表以外の開示事項等で次に掲げるものをいう（実施基準

Ⅱ１①ロ）。 

（１）財務諸表に記載された金額、数値、注記を要約、抜粋、分解又は利用

して記載すべき開示事項 

（２）関係会社の判定、連結の範囲の決定、持分法の適用の要否、関連当事

者の判定その他財務諸表の作成における判断に密接に関わる事項 

とされているが、これらは、有価証券報告書の「経理の状況」に記載される

開示事項に限定されないことに留意が必要である。 

 
２．１の（１）の事項としては、例えば、有価証券報告書の記載事項中、「企業

の概況」の「主要な経営指標等の推移」の項目、「事業の状況」の「業績等の

概要」、「生産、受注及び販売の状況」、「事業等のリスク」、「研究開発活動」

及び「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」の項目、「設

備の状況」の項目、「提出会社の状況」の「株式等の状況」、「自己株式の取得

等の状況」、「配当政策」及び「コーポレート・ガバナンスの状況等」の項目、

「経理の状況」の「主要な資産及び負債の内容」及び「その他」の項目、「保

証会社情報」の「保証の対象となっている社債」の項目並びに「指数等の情

報」の項目のうち、財務諸表の表示等を用いた記載が挙げられる（実施基準

Ⅱ１①ロ a）。 

この点に係る経営者の評価は、財務諸表に記載された内容が適切に要約、

抜粋、分解又は利用される体制が整備及び運用されているかについて行うも

のであることに留意する。 

 
３．１の（２）の事項としては、例えば、有価証券報告書の記載事項中、「企業

の概況」の「事業の内容」及び「関係会社の状況」の項目、「提出会社の状況」

の「大株主の状況」の項目における関係会社、関連当事者、大株主等の記載

事項が挙げられる（実施基準Ⅱ１①ロ b）。 

この点に係る経営者の評価は、これらの事項が財務諸表作成における重要

な判断に及ぼす影響の大きさを勘案して行われるものであり、必ずしも上記

（問８５）【財務諸表の信頼性に重要な影響を及ぼす開示事項等】 

財務報告の定義に含まれる「財務諸表の信頼性に重要な影響を及ぼす開

示事項等」の範囲はどのようなものか。 
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開示項目における記載内容の全てを対象とするものではないことに留意が必

要である。 

例えば、「大株主の状況」の項目については、「大株主の状況」に記載して

いるすべての情報に係る内部統制を評価範囲とするのではなく、株式の保有

割合が 50%や 20%といった比率を超えるかどうかといった関係会社の判定や

関連当事者の判定に重要な影響を及ぼす部分に係る内部統制を評価範囲に含

めることになると考えられる。 

 
 

 

 
（答） 

１．連結対象となる在外子会社並びに持分法適用となる在外子会社及び在外関

連会社（以下、「在外子会社等」という。）は評価範囲を決定する際の対象に

含まれる。 

 
２．在外子会社等について、所在地国に適切な内部統制報告制度がある場合に

は、当該制度を適宜活用することが可能である（実施基準Ⅱ２（１）①ハ）。 

 
３．また、所在地国に内部統制報告制度がない場合であっても、歴史的、地理

的な沿革等から我が国以外の第三国の適切な内部統制報告制度を利用するこ

とが考えられ、そのような場合には、これを適宜利用することが可能である

（同上）。 

 
４．持分法適用となる在外関連会社が他の会社の子会社であって、当該関連会

社の親会社について、所在地国に適切な内部統制報告制度がある場合にも、

当該関連会社が当該内部統制報告制度の評価範囲に含まれている場合には、

（問８６）【在外関連会社の評価】 

持分法適用となる在外関連会社について、所在地国に適切な内部統制報

告制度がある場合には、当該制度を適宜活用することが可能か。また、所

在地国に内部統制報告制度がない場合であっても、歴史的、地理的な沿革

等から我が国以外の第三国の適切な内部統制報告制度が利用できること

が考えられ、そのような場合には、これを適宜活用することが可能か。 

持分法適用となる在外関連会社が他の会社の子会社であって、当該関連

会社の親会社について、所在地国に適切な内部統制報告制度がある場合に

も、当該制度を適宜活用することが可能か。 
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当該制度を適宜活用することが可能であると考えられる。 

 


